
備 考

　２３条第１項」とすること。

別記様式第２号（その１の１）

（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

基　本　計　画　書

基 本 計 画

事 項 記 入 欄

短期大学士

（保育）

教育学・保育学

関係

広島県広島市安

佐南区安東6丁目

13番1号

フ リ ガ ナ ﾔｽﾀﾞｼﾞｮｼﾀﾝｷﾀﾞｲｶﾞｸ

大 学 の 名 称 安田女子短期大学

大 学 本 部 の 位 置 広島県広島市安佐南区安東6丁目13番1号

計 画 の 区 分 短期大学の収容定員に係る学則変更

フ リ ガ ナ ｶﾞｯｺｳﾎｳｼﾞﾝ　ﾔｽﾀﾞｶﾞｸｴﾝ

設 置 者 学校法人　安田学園

大 学 の 目 的

安田女子短期大学は、教育基本法及び学校教育法の精神に則り、女子に広く知識を授け、人格の陶冶

を図るとともに、深く専門の学芸、技能を教授研究し、人類文化の向上に寄与する有為な人材を養成

することを目的とする。

新 設 学 部 等 の 目 的

令和7年4月以降、保育科の入学生の募集活動を停止する。なお、全ての在学生が卒業した後、安田女

子短期大学は廃止する。

新

設

学

部

等

の

概

要

新 設 学 部 等 の 名 称

修業

年限

入学

定員

編入学

定　員

収容

定員

－ 0

（300）

学位 学位の分野

開設時期及

び開設年次

所在地

保育科 2 0

（150）

年 人 年次

人

人

教育

課程

新設学部等の名称

開設する授業科目の総数

卒業要件単位数

講義 演習

計

0

（150）

－

0

（300）

　年　月

第　年次

令和7年4月

第1年次

実験・実習 計

科目 科目 科目 科目 単位

4 人 0 人 23人

学部等の名称

基幹教員

助手

基幹教員以外の

教 員

（助手を除く）
教授 准教授 講師 助教 計

（2人） （2人） （0人） （0人） （4人） （0人） （23人）
新

設

分

保育科

2 人 2 人 0 人 0 人

ｂ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事

　　する者であって，年間８単位以上の授業科目を担当

　　するもの（ａに該当する者を除く）

小計（ａ～ｂ）

－ －

ａ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事

　　する者であって，主要授業科目を担当するもの

－ － － －

計（ａ～ｄ）

－ －

－
短期大学大学設

置基準別表第一

イに定める基幹

教員数の四分の

三の数　8人

令和7年度より学

生募集停止

（－） （－） （－） （－） （－）

－ － － －

－ － －

（－） （－） （－） （－） （－）

－

（－） （－）

－ －

（－）

（－）

－

（－） （－）

ｄ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す

　　る者以外の者又は当該大学の教育研究に従事し，か

　　つ専ら当該大学の複数の学部等で教育研究に従事す

　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当

　　するもの（ａ，ｂ又はcに該当する者を除く）

－ － － － －

（－） （－） （－） （－） （－）

ｃ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す

　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当す

　　るもの（ａ又はｂに該当する者を除く）

－ － － － －

（－） （－） （－） （－）

（－） （－） （－） （－） （－）

同一設置者内における変

更 状 況

（ 定 員 の 移 行 ，

名 称 の 変 更 等 ）

教育学部

　幼児教育学科　　　　　　　　 （　130）（令和6年4月届出）

文学部

　英語英米文学科[定員減]　　　 （△40）(令和7年4月）

教育学部

　児童教育学科[定員減] 　　  　（△90）(令和7年4月）

  （3年次編入学定員）[定員減]  （△ 2)（令和9年4月）

現代ビジネス学部

　現代ビジネス学科 [定員減]　　（△10）(令和7年4月）

　国際観光ビジネス学科[定員減] （△10）(令和7年4月）

家政学部

　生活デザイン学科[定員減]　 　（△40）(令和7年4月）

理工学部

　生物科学科　 （　60） （令和6年8月認可）

　情報科学科 　（　60） （令和6年8月認可）

　建築学科  　 （　60） （令和6年8月認可）
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－ － －

（－） （－） （－） （－） （－） （－）

－ － － －

（－）

（－） （－） （－） （－） （－）

（－）

－

（－） （－） （－） （－）

該当なし

ｂ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事

　　する者であって，年間８単位以上の授業科目を担当

　　するもの（ａに該当する者を除く）

小計（ａ～ｂ）

－ －

（－） （－） （－） （－） （－）

－ － － －

－ － －

（－） （－） （－） （－） （－）

－

ａ．基幹教員のうち，専ら当該学部等の教育研究に従事

　　する者であって，主要授業科目を担当するもの

－

計

－ － － － －

－ －

ｄ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す

　　る者以外の者又は当該大学の教育研究に従事し，か

　　つ専ら当該大学の複数の学部等で教育研究に従事す

　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当

　　するもの（ａ，ｂ又はcに該当する者を除く）

－ － － － －

（－） （－） （－）

－ － － －

合　　　　計

0 人 0 人 0 人 0 人 0 人

既

設

分

（－） （－）

計（ａ～ｄ）

－ － － － －

（－） （－） （－） （－） （－）

ｃ．基幹教員のうち，専ら当該大学の教育研究に従事す

　　る者であって，年間８単位以上の授業科目を担当す

　　るもの（ａ又はｂに該当する者を除く）

－ －

0 人 0 人

（2人） （2人） （0人） （0人） （4人） （0人） （23人）

－ －

（－） （－） （－） （－） （－） （－） （－）

職　　　種 専　　属 その他 計

事 務 職 員

2 人 2 人 4 人

(2 人)

図 書 館 職 員

0 人 1 人 1 人

(0 人) (1 人) (1 人)

(2 人) (4 人)

技 術 職 員

0 人 0 人 0 人

(0 人)

安田女子大

学（必要面

積41,801.64

㎡）と共用

0 ㎡

合 計 0 ㎡ 139,154　㎡

計

2 人 3 人

(2 人) (3 人) (5 人)

0 ㎡ 139,154　㎡

安田女子大

学（必要面

積57,420

㎡）と共用

校 舎 敷 地 0 ㎡ 67,590　㎡ 0 ㎡ 67,590　㎡

そ の 他 0 ㎡ 71,564　㎡ 0 ㎡

校

　

地

　

等

(0 人) (0 人)

指 導 補 助 者

0 人 0 人 0 人

(0 人) (0 人) (0 人)

そ の 他 の 職 員

0 人 0 人 0 人

(0 人) (0 人) (0 人)

区　　　分 専　　用 共　　用

共用する他の

学校等の専用

計

71,564　㎡

0 ㎡ 92,741   ㎡ 92,741   ㎡

点 点

図書 学術雑誌 機械・器具

（ 155 ㎡） （ 59,562 ㎡） （ 17,638 ㎡） （ 77,355 ㎡）

教 室 ・ 教 員 研 究 室 教 室 室 教 員 研 究 室 室

校　　　舎

専　　用 共　　用

共用する他の

学校等の専用

計

〔　　〕　 〔　　〕　 〔　　〕　 〔　　〕　

スポーツ施設等

スポーツ施設 講堂 厚生補導施設

計

図

書

・

設

備

新設学部等の名称

標本

〔うち外国書〕 電子図書 〔うち外国書〕 電子ジャーナル

冊 〔うち外国書〕

（　　〔　　〕）

㎡ ㎡ ㎡

（　　〔　　〕） （　　〔　　〕） （　　〔　　〕） （　　〔　　〕） （　　　　　） （　　　　　）

〔　　〕　 〔　　〕　 〔　　〕　 〔　　〕　

（　　〔　　〕） （　　〔　　〕） （　　〔　　〕） （　　　　　） （　　　　　）

種 〔うち外国書〕

－ 千円

設 備 購 入 費 50千円 50千円 － 千円 － 千円 － 千円

図 書 購 入 費 50千円

－ 千円 － 千円 － 千円 － 千円

学生納付金以外の維持方法の概要 私立大学等経常経費補助金、資産運用収入、雑収入　等

－ 千円 － 千円

学生１人当り

納付金

第１年次 第２年次 第３年次 第４年次 第５年次 第６年次

1,189千円

経費

の見

積り

及び

維持

方法

の概

要

経費

の見

積り

50千円 － 千円

共同研究費等 0千円

第３年次 第４年次 第５年次 第６年次区　分 開設前年度 第１年次 第２年次

5 人

図書費には

電子ジャー

ナル・デー

タベースの

整備費（運

用コスト含

む）を含

む。
1,089千円

－ 千円－ 千円

－ 千円 － 千円

教員１人当り研究費等
460千円 － 千円 － 千円 － 千円 － 千円 － 千円

－ 千円 － 千円 － 千円

－ 千円
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既

設

大

学

等

の

状

況

年 人 年次

人

人 倍

大 学 等 の 名 称

同上 ※令和4年

度入学定員

増（30人）

　ビジネス心理学科 4 60 1 242 学士(心理学) 0.94
平成30年度

同上

4 90 332 学士(心理学) 1.01
平成24年度

同上

心理学部 3年次

同上

　書道学科 4 30 1 122 学士(文学) 0.81
平成23年度

同上

　児童教育学科 4 150 3 606 学士(教育学) 0.97
平成24年度

昭和41年度

1

3年次

　現代心理学科

3年次

文学部 3年次 0.79

教育学部 3年次 0.97

3年次

　英語英米文学科 4 110 2 444 学士(文学) 0.66

0.98

3年次

　現代ビジネス学科 4 90 1 362 学士(現代ﾋﾞｼﾞﾈｽ学) 1.04
平成15年度

同上

現代ビジネス学部 3年次 0.92

同上

家政学部

学士(現代ﾋﾞｼﾞﾈｽ学) 0.91
平成27年度

同上

　公共経営学科 4 60 1 242 0.76 令和2年度

　生活デザイン学科 4 160 614

3年次

学士(現代ﾋﾞｼﾞﾈｽ学) 同上

　国際観光ビジネス学科 4 90 1 362

3年次

　看護学科 4 120 － 480 学士(看護学) 1.07
平成26年度

2

　管理栄養学科 4 120 － 480 0.98
平成16年度

　造形デザイン学科 4 75 － 305 学士(家政学) 1.03
平成28年度

3年次 0.93

1.07

　　　日本語学日本文学専攻
2 6 － 12 修士(文学) 0.83

平成6年度

収 容 定 員

充 足 率

開設

年度

1.00

学士(家政学) 1.00
平成16年度

所　在　地

　日本文学科 4 90 1 362 学士(文学) 0.95
昭和41年度

広島県広島市安佐南

区安東6丁目13番1号

 博士前期課程 0.38

看護学部

同上 ※令和4年

度入学定員

増（30人）

学士(家政学) 同上

※令和4年

度入学定員

減（△5

人）

同上 ※令和2年

度入学定員

減（△20

人）

※令和4年

度編入学定

員増（3年

次2名、4年

次2名）

同上

　薬学科 6 100 2 632 学士(薬学) 0.93
平成19年度

2

4年次

薬学部

同上

  安田女子大学

学 部 等 の 名 称

修業

年限

入学

定員

編入学

定　員

収容

定員

学位又

は称号

文学研究科

大 学 等 の 名 称   安田女子短期大学

学 部 等 の 名 称

修業

年限

入学

定員

編入学

定　員

収容

定員

学位又

は称号

収 容 定 員

充 足 率

開設

年度

所　在　地

広島県広島市安佐南

区安東6丁目13番1号

※令和7年4

月より学生

募集停止

年 人 年次

人

人 倍

 保育科 2 150 － 300 短期大学士(保育) 0.64
昭和30年度

－ 基本計画書 － 3 －



既

設

大

学

等

の

状

況

　せず，斜線を引くこと。

　ポーツ施設等」及び「経費の見積もり及び維持方法の概要」の欄に記入せず，斜線を引くこと。

６　「教育課程」の欄の「実験・実習」には，実技も含むこと。

７　空欄には，「－」又は「該当なし」と記入すること。

２　「新設分」及び「既設分」の備考の「大学設置基準別表第一イ」については、専門職大学にあっては「専門職大学設置基準別表第一イ」、短期大学

　にあっては「短期大学設置基準別表第一イ」，専門職短期大学にあっては「専門職短期大学設置基準別表第一イ」にそれぞれ読み替えて作成すること。

３「既設分」については，共同学科等に係る数を除いたものとすること。

４　私立の大学の学部又は短期大学の学科の収容定員に係る学則の変更の届出を行おうとする場合は，「教育課程」，「教室・教員研究室」，「図書・

　設備」及び「スポーツ施設等」の欄に記入せず，斜線を引くこと。

５　大学等の廃止の認可の申請又は届出を行おうとする場合は，「教育課程」，「校地等」，「校舎」，「教室・教員研究室」，「図書・設備」，「ス

（注）

１　共同学科の認可の申請及び届出の場合，「計画の区分」，「新設学部等の目的」，「新設学部等の概要」，「教育課程」及び「新設分」の欄に記入

博士(文学) 0.06
平成8年度

0.08
平成6年度

　　 教育学専攻 2 18 － 36 修士(文学) 0.33
平成6年度

修士(文学)

 博士後期課程

同上

　　　日本語学日本文学専攻
3 2 － 6 0.16

平成8年度

　　　英語学英米文学専攻 3 2 － 6 博士(文学) 0.00
平成8年度

博士(文学) 同上

同上

　　 教育学専攻 3 5 － 15

0.12

　　　健康生活学専攻 2 3 － 6 修士(家政学) 0.00
平成25年度

同上

家政学研究科

 修士課程 0.00

　　　看護学専攻 2 10 － 20 修士(看護学) 0.05
平成30年度

看護学研究科

 博士前期課程 0.05

2 － 8 博士(薬学)
平成25年度

薬学研究科

 博士課程

　　　英語学英米文学専攻 2 6 － 12 広島県広島市安佐南

区安東6丁目13番1号

同上

同上

0.12 同上

同上

 博士後期課程 0.22

　　　看護学専攻 3 3 － 9 博士(看護学) 0.22
平成30年度

　　　薬学専攻 4

0.07

附属施設の概要

－ 基本計画書 － 4 －



学校法人安田学園　設置認可等に関わる組織の移行表

[令和6年度] [令和7年度]

安田女子短期大学 安田女子短期大学

学科

入学

定員

編入学

定員

収容

定員

学科

入学

定員

編入学

定員

収容

定員

変更の事由

短期大学 保育科 150 ― 300 短期大学 保育科 0 ― 0 令和7年4月学生募集停止

150 ― 300 0 ― 0

安田女子大学 安田女子大学

学部 学科

入学

定員

編入学

定員

収容

定員

学部 学科

入学

定員

編入学

定員

収容

定員

変更の事由

日本文学科 90

３年次

　　1

362 日本文学科 90

３年次

　　1

362

書道学科 30

３年次

　　1

122 書道学科 30

３年次

　　1

122

英語英米文学科 110

３年次

　　2

444 英語英米文学科 70

３年次

　　2

284 定員変更（△40）

児童教育学科 150

３年次

　　3

606 児童教育学科 60

３年次

　　1

242

定員変更（△90）

編入学定員変更（△2）

― ― ― ― 幼児教育学科 130

３年次

　　2

524 学科の設置（届出）

現代心理学科 90

３年次

　　1

362 現代心理学科 90

３年次

　　1

362

ビジネス心理学科 60

３年次

　　1

242 ビジネス心理学科 60

３年次

　　1

242

現代ビジネス学科 90

３年次

　　1

362 現代ビジネス学科 80

３年次

　　1

322 定員変更（△10）

国際観光ビジネス学科 90

３年次

　　1

362 国際観光ビジネス学科 80

３年次

　　1

322 定員変更（△10）

公共経営学科 60

３年次

　　1

242 公共経営学科 60

３年次

　　1

242

生活デザイン学科 160

３年次

　　2

644 生活デザイン学科 120

３年次

　　2

484 定員変更（△40）

造形デザイン学科 75 ― 300 造形デザイン学科 75 ― 300

薬学部 薬学科（6年制） 100

３年次

　　 2

４年次

　　 2

614 薬学部 薬学科（6年制） 100

３年次

　　 2

４年次

　　 2

614

看護学部 看護学科 120 ― 480 看護学部 看護学科 120 ― 480

生物科学科 60 ― 240

― ― ― ― 情報科学科 60 ― 240

建築学科 60 ― 240

1,345

３年次

　　16

４年次

　　 2

5,622 1,465

３年次

　　16

４年次

　　 2

6,102

安田女子大学大学院 安田女子大学大学院

研究科 専攻

入学

定員

編入学

定員

収容

定員

研究科 専攻

入学

定員

編入学

定員

収容

定員

変更の事由

日本語学日本文学専攻（Ｍ） 6 ― 12 日本語学日本文学専攻（Ｍ） 6 ― 12

英語学英米文学専攻（Ｍ） 6 ― 12 英語学英米文学専攻（Ｍ） 6 ― 12

教育学専攻（Ｍ） 18 ― 36 教育学専攻（Ｍ） 18 ― 36

日本語学日本文学専攻（Ｄ） 2 ― 6 日本語学日本文学専攻（Ｄ） 2 ― 6

英語学英米文学専攻（Ｄ） 2 ― 6 英語学英米文学専攻（Ｄ） 2 ― 6

教育学専攻（Ｄ） 5 ― 15 教育学専攻（Ｄ） 5 ― 15

家政学研究科 健康生活学専攻（Ｍ） 3 ― 6 家政学研究科 健康生活学専攻（Ｍ） 3 ― 6

薬学研究科 薬学専攻（Ｄ） 2 ― 8 薬学研究科 薬学専攻（Ｄ） 2 ― 8

看護学専攻（Ｍ） 10 ― 20 看護学専攻（Ｍ） 10 ― 20

看護学専攻（Ｄ） 3 ― 9 看護学専攻（Ｄ） 3 ― 9

57 ― 130 57 ― 130

計 計

文学部 文学部

心理学部 心理学部

現代ビジネス

学部

現代ビジネス

学部

教育学部教育学部

管理栄養学科

理工学部

120 ― 480家政学部 家政学部管理栄養学科 120 ― 480

計 計

学部の設置（認可申請）

文学研究科 文学研究科

看護学研究科 看護学研究科

計 計

本届出 本届出以外の変更

－ 基本計画書 － 5 －



都道府県内における位置関係の図面

安田女子短期大学

－ 図面 － 1 －



最寄り駅からの距離、交通機関及び所要時間がわかる図面

校地・校舎の概要について学校団地関係図

位置 広島県広島市安佐南区高取北

位置 広島県広島市安佐南区安東

位置
広島県広島市東区
牛田新町

位置 広島県広島市中区白島北町

西広島駅

（アストラムライン）

（JR可部線）

広島駅

県庁前駅
横川駅

至 可部駅

緑井駅

大町駅

古市橋駅

（JR山陽本線）

至 下関方面

安東駅

至 広域公園前

萩原地区
未利用地

安東キャンパス
短期大学（令和7年4月学生募集停止）

大学

幼稚園安東園舎
法人本部

白島キャンパス
女子高等学校
女子中学校
小学校

セミナー
ハウス

徒歩2分
300ｍ
徒歩4分

上安地区
実習農園

2Kｍ

9Kｍ
バス30分

白島駅

2Kｍ
バス20分

位置 広島県広島市東区
牛田本町

牛田西
グラウンド

位置 広島県広島市安佐南区上安

300ｍ
徒歩4分

徒歩2分

徒歩10分

新白島駅

牛田総合
グラウンド

位置
広島県広島市東区

牛田本町

徒歩10分

徒歩6分

至 福山方面

幼稚園
徒歩
1分

位置 広島県広島市中区
白島中町

－ 図面 － 2 －
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3
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2

64

4 3

44

40
41

42

39

32

36

37

38

35

33
34

29

30

31

28

58

幼稚園

グラウンド

陶芸棟

守衛所

1号館

6号館

A　棟

9号館

2号館

弓道場

図書館

7号館

まほろば館

5号館

8号館

体育館

テニスコート

薬草園

薬草園

校舎、運動場等の配置

陶芸棟

1号館

5号館

7号館

A棟 10,114.3
1号館 13,435.12
2号館 15,386.47
5号館 10,321.12
6号館 3,595.99
7号館 5,848.72
8号館 3,789.84
9号館 25,981.87
図書館 4,217.82
陶芸棟 50.00
合　計 92,741.25

→92,741㎡

建物名
面積

（登記簿）

図書館
6号館

2号館

9号館

A 棟

8号館

：短期大学保育科専用施設を含む校舎（大学と共用）

：短期大学保育科使用校舎（大学と共用）

：校地面積に算入（校地面積 84,495 ㎡）

－ 図面 － 3 －
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安田女子短期大学学則 

 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 安田女子短期大学（以下「本学」という。）は、教育基本法（平成１８年法律第１２０号）及び学校教育法（昭

和２２年法律第２６号）の精神に則り、女子に広く知識を授け、人格の陶冶を図るとともに、深く専門の学芸、技能

を教授研究し、人類文化の向上に寄与する有為な人材を養成することを目的とする。 

（自己評価及び教育内容等の改善のための組織等） 

第１条の２ 本学は、前条の目的を達成するため、短期大学における教育研究活動等の状況について自ら点検及び評価

を行い、その結果を公表するとともに、教育の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究を実施するも

のとする。 

２ 前項の点検及び評価並びに教育の内容及び方法の改善を図るために必要な事項は、別に定める。 

（情報の積極的な公表） 

第１条の３ 本学は、教育研究活動等の状況について、刊行物への掲載その他広く周知を図ることができる方法によっ

て、積極的に情報を公表するものとする。 

（学科） 

第２条 本学に、次の学科を置く。 

  保育科 

２ 保育科は、時代の変化や社会の要請に応え得る、人間性豊かで高い資質の保育者養成を主たる目的とする。 

（学生定員） 

第３条 学生の定員は、次の表のとおりとする。 

区 分 入学定員 収容定員 

保育科 ０名 １５０名 

（修業年限） 

第４条  本学の修業年限は、２年とする。 

２ 在学期間は、４年を超えることができない。 

（学年） 

第５条 学年は、４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

（学期） 

第６条  学年を分けて、次の２期とする。 

  前期  ４月１日から９月１９日まで 

  後期  ９月２０日から翌年３月３１日まで 

（休業日） 

第７条 授業を行わない日（以下「休業日」という。）は、次の各号に掲げるとおりとする。ただし、学長が必要と認

めたときは、休業日を臨時に変更し、又は臨時の休業日を定めることができる。 

  (1) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

  (2) 日曜日 

  (3) 夏季休業 ８月１日から９月１９日まで 

  (4) 冬季休業 １２月２４日から翌年１月７日まで 

(5) 学年末休業 ２月１日から３月３１日まで 

（授業期間） 

第８条 １年間の授業を行う期間は、３５週にわたることを原則とする。 

 

第２章  教育課程 
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（履修方法） 

第９条 学生は、次の表の規定に従い２年以上にわたって所定の科目を履修し、６４単位以上を修得しなければならな

い。 

区分 特別科目 基礎教育科目 専門教育科目 

保育科 ２単位 １２単位以上 ５０単位以上 

２ 教員の免許状授与の所要資格を取得しようとする者は、前項に規定するもののほか、教育職員免許法（昭和２４年

法律第１４７号）及び同法施行規則（昭和２９年文部省令第２６号）に規定する所要の単位を修得しなければならな

い。 

３ 保育士の資格を得ようとする者は、児童福祉法施行令（昭和２８年政令第７４号）及び同法施行規則（昭和２３年

厚生省令第１１号）に規定する単位を修得しなければならない。 

４ 前２項の規定に基づき本学で取得できる免許状及び資格は、次の表のとおりとする。 

区 分   免許状 資格 

保育科 幼稚園教諭二種免許状 保育士 

（教育課程） 

第１０条 前条の規定による単位修得についての教育課程は、別表のとおりとする。 

（単位の基準） 

第１１条 前条に規定する単位の基準は、次のとおりとする。 

(1) 講義については、１５時間の授業をもって１単位とする。 

  (2) 演習については、３０時間の授業をもって１単位とする。ただし、別に定める授業科目については、１５時間の

授業をもって１単位とする。 

  (3) 実験、実習及び実技については、４５時間の授業をもって１単位とする。ただし、別に定める授業科目について

は、３０時間の授業をもって１単位とする。 

(4) 一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち２以上の方法の併用により行う場合については、

その組合せに応じ、前３号に規定する基準を考慮して学長が定める時間の授業をもって１単位とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、卒業研究、卒業制作等の授業科目については、これらの学修成果を評価して単位を授与

することが適切と認められる場合には、これらに必要な学修等を考慮して、単位数を定めることができる。 

（１年次に入学した者の既修得単位等の認定） 

第１２条 本学が教育上有益と認めるときは、学生が本学の定めるところにより、本学に入学する前に短期大学又は大

学において履修した授業科目について修得した単位（科目等履修生として修得した単位を含む。）を、本学における

授業科目の履修により修得したとみなすことができる。 

２ 本学が教育上有益と認めるときは、保育科の学生が本学の定めるところにより、本学に入学する前に他の指定保育

士養成施設において履修した授業科目について修得した単位を、保育科の当該授業科目の履修により修得したものと

みなすことができる。 

３ 本学が教育上有益と認めるときは、保育科の学生が本学の定めるところにより、本学に入学する前に他の指定保育

士養成施設以外の他の短期大学又は大学において履修した授業科目について修得した単位を、保育科の基礎教育科目

に相当する授業科目については、当該授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

４ 前３項の規定により修得したものとみなすことのできる単位数は、１５単位を超えないものとする。 

５ １年次に入学した者の既修得単位の認定に関し必要な事項は、別に定める。 

（他の短期大学及び大学等における授業科目の履修等） 

第１２条の２ 本学が教育上有益と認めるときは、学生が本学の定めるところにより他の短期大学又は大学において履

修した授業科目について修得した単位（科目等履修生として修得した単位を含む。）を、本学における授業科目の履

修により修得したものとみなすことができる。 

２ 本学が教育上有益と認めるときは、保育科の学生が本学の定めるところにより、他の指定保育士養成施設において

履修した授業科目について修得した単位を、保育科の当該授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

３ 本学が教育上有益と認めるときは、保育科の学生が本学の定めるところにより、他の指定保育士養成施設以外の他

の短期大学又は大学において履修した授業科目について修得した単位を、保育科の基礎教育科目に相当する授業科目

については、当該授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。 
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４ 前３項の規定により修得したものとみなすことのできる単位数は、１５単位を超えないものとする。 

５ 他の短期大学及び大学等における授業科目の履修等に関し必要な事項は、別に定める。 

（単位の認定） 

第１３条 一つの授業科目を履修した者に対しては、学科試験その他の方法によって単位修得の認定を行い、所定の単

位を与える。 

２ 前項に関する細則は、別に定める。 

（履修科目の登録の上限） 

第１３条の２ 学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修するため、卒業の要件として学生が修得すべき単位数に

ついて、学生が１年間又は１学期に履修科目として登録することができる単位数の上限を定めることができる。 

２ 所定の単位を優れた成績をもって修得した学生については、前項に定める上限を超えて履修科目の登録を認めるこ

とができる。 

（学習評価）  

第１４条 学習評価は、秀、優、良、可及び不可の評語をもってし、可以上を合格とし、不可は不合格とする。 

 

第３章  職員組織 

（職員組織） 

第１５条 本学に次の職員を置く。 

  学長、副学長、教授、准教授、講師、助教、助手、事務職員、その他の職員 

２ 本学に、必要に応じ、次の職員を置くことができる。 

  副学長、学長補佐 

３ その他必要な事項は、別に定める。 

 

第４章  教授会 

第１６条  削除 

（教授会） 

第１６条の２ 本学に、教授会を置く。 

２ 教授会は、学長が次の各号に掲げる事項について決定を行うに当たり意見を述べるものとする。 

(1) 学生の入学、卒業及び課程の修了に関する事項 

(2) 学位の授与に関する事項 

(3) 前２号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要な事項で、教授会の意見を聴くことが必要なものとして学長

が定めるもの 

３ 教授会は、前項に規定するもののほか、学長がつかさどる教育研究に関する事項について審議し、及び学長の求め

に応じ、意見を述べることができる。 

４ 教授会は、次の各号に掲げる者をもって組織する。 

(1) 学長 

(2) 専任（特別専任を含む。）の教授 

５ 教授会には、学長が必要と認めたときは、准教授その他の職員を加えることができる。 

６ 教授会に関し必要な事項は、別に定める。 

（代議員会等） 

第１７条 教授会に、学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）第１４３条に規定された代議員会等（審 

議機関）を置くことができる。 

２ 教授会は、その定めるところにより、代議員会等の議決をもって、教授会の議決とすることができる。 

３ 代議員会等に関し必要な事項は、別に定める。 

 

第５章  入学資格、入学、休学、復学、退学、転学、除籍、再入学、留学及び卒業 

（入学資格及び入学願） 

第１８条 本学に入学することができる者は、次の各号のいずれかに該当する女子で、本学の入学者選抜試験に合格し
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たものとする。 

(1) 高等学校又は中等教育学校を卒業した者 

  (2) 通常の課程による１２年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程により、これに相当する学校教育を修

了した者を含む。）  

  (3) 学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）第１５０条の規定により高等学校を卒業した者と同等以上

の学力があると認められる者 

２ 前項第３号の入学資格に関し必要な事項は、別に定める。 

３ 本学に入学を志願する者は、所定の期日までに所定の手続をしなければならない。 

（入学手続）  

第１９条 本学が行う入学者選抜試験に合格した者は、別に定めるところにより入学手続をしなければならない。 

（入学許可） 

第２０条 入学手続を完了した者に対して、学長は入学を許可する。 

２ 入学を許可された者は、誓約書等所定の書類を提出しなければならない。 

（入学の時期） 

第２１条  入学の時期は、学年の始めとする。 

（休学） 

第２２条  疾病その他の理由により、２か月以上学習することができない場合は、事由を具して学長に願い出て、その

許可を得て、当該学期又は学年の終りまで休学することができる。ただし、疾病の場合は、医師の診断書を添付しな

ければならない。 

第２３条  疾病その他の事由によって学習することが不適当と認められた場合は、学長は休学を命ずることがある。 

（休学期間） 

第２４条  休学期間は、通算して２年を超えることはできない。 

２ 休学期間は、在学期間に算入しない。 

（復学） 

第２５条  休学期間満了の場合又は休学期間中であってもその事由が消滅した場合は、学長の許可を得て復学すること

ができる。ただし、疾病による事由により休学した者が復学しようとする場合は、医師の診断書を添えなければなら

ない。 

第２５条の２ 削除  

（退学及び転学） 

第２６条 退学又は他の大学に転学しようとするときは、事由を具して学長に願い出て、その許可を受けなければなら

ない。 

（除籍） 

第２６条の２  学生が次の各号のいずれかに該当するときは、学長はこれを除籍することがある。 

(1) 第４条第２項に定める在学期間を経過しても、なお卒業の認定が得られない者 

  (2) 第２４条に定める休学期間を超えた者 

  (3) 授業料その他諸納付金の納入を怠り、督促を受けてもなお納入しない者 

２ 前項第３号に規定する授業料等の未納者に係る除籍手続に関し必要な事項は、別に定める。 

（再入学） 

第２７条 第２６条の規定により本学を退学した者又は前条第１項第２号若しくは第３号の規定により本学を除籍され

た者が、同一学科に再入学を願い出たときは、学長は入学を許可することがある。 

２ 再入学の手続等に関し必要な事項は、別に定める。 

（留学）  

第２７条の２ 外国の大学で学修することを志願する者は、学長の許可を得て留学することができる。 

２ 前項の許可を得て留学した期間は、第４条第１項に定める修業年限に含めることができる。 

３ 留学に関する規程は、別に定める。 

（卒業） 

第２８条  第４条第１項に定める修業年限以上在学し、所定の授業科目を履修してその単位を修得した者には、教授会の
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意見を聴いて、学長が卒業を認定し、卒業証書・学位記を授与する。 

（学位の授与） 

第２９条  本学を卒業した者には、短期大学士の学位を授与する。 

２ 短期大学士の学位の授与については、別に定める。 

 

第６章  授業料等諸納付金 

（授業料等諸納付金） 

第３０条  本学における入学検定料、入学料及び授業料並びに施設設備費の額は、次の表に掲げるとおりとし、それぞ

れ所定の期日までに納入しなければならない。 

区             分 金  額（円） 

入学検定料 自己表現型選抜、学校推薦型選抜（指定校）、総合型選抜（専願・併

願）、社会人特別選抜、一般選抜（前期日程・後期日程）、安田女子

高等学校特別選抜 

 

２０，０００ 

大学入学共通テスト利用選抜（前期日程・後期日程） １０，０００ 

上記以外の入学試験 ２０，０００ 

入学料             － 
１００，０００ 

授業料（年額） 2024 年度入学生・2023 年度入学生 ８６０，０００ 

施設設備費             － ２００，０００ 

２ 教育実習等に関する諸経費は、別に定めるところにより徴収する。 

３ 既に納めた納付金は、理由の如何にかかわらず、一切これを返還しない。 

４ 休学した者の授業料及び諸納付金は、免除する。ただし、別に定める在籍料を納入しなければならない。 

５ 退学を許可された者又は転学を許可された者は、その期の授業料及び諸納付金を納入しなければならない。 

６ 停学を命ぜられた者は、その期間中の授業料及び諸納付金を納入しなければならない。 

第３１条 授業料等諸納付金の納入に関し必要な事項は、別に定める。 

 

第７章  賞罰 

（表彰） 

第３２条 学長は、学生にして、学業又はその行為が他の模範とするに足ると認められた者があるときは、教授会の意

見を聴いてこれを表彰することがある。 

（懲戒） 

第３３条  学長は、学生が学則その他の規則に違反し、又は学生としての本分に反する行為があったときは、教授会の

意見を聴いてこれを懲戒する。 

２ 懲戒の種類は、訓告、停学及び退学とする。 

３ 前項に規定する退学は、次の各号のいずれかに該当する場合に行う。 

(1) 学業を怠り成業の見込みがないと認められた者 

  (2) 性行不良で改善の見込みがないと認められた者 

  (3) 正当な理由がなくて出席常でない者 

  (4) 学校の秩序を乱し、その他学生としての本分に反した者 

４ 前３項に規定する懲戒の処分の手続に関し必要な事項は、別に定める。  

第３４条  削除 

 

第８章  科目等履修生、委託生、研究生、外国人学生及び特別聴講学生 

（科目等履修生、委託生、研究生及び外国人学生） 

第３５条 本学に科目等履修生、委託生、研究生及び外国人学生を入学させることがある。 

２ 前項に関する規定は、別に定める。 

第３６条 第２６条の２及び第３３条の規定は、科目等履修生、委託生、研究生及び外国人学生に準用する。 

第３７条  削除 
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（特別聴講学生） 

第３７条の２ 他の短期大学又は大学との協議に基づき、当該短期大学又は大学の学生に授業科目の履修を認めること

ができる。 

２ 前項の規定により、授業科目の履修を認められた学生は、特別聴講学生と称する。 

３ 特別聴講学生に関し必要な事項は、別に定める。 

 

第９章 公開講座 

（公開講座） 

第３８条 本学は一般人の教養を高め、地方文化の向上に資するため、公開講座を設けることがある。 

 

第１０章 付属施設 

（付属図書館）   

第３９条 教員並びに学生の研究及び学修のため付属図書館を置く。 

２ 付属図書館に関する細則は、別に定める。 

（付属学習支援センター） 

第３９条の２ 本学に、付属学習支援センターを置く。 

２ 付属学習支援センターに関する規定は、別に定める。 

（付属教職センター） 

第３９条の２の２ 本学に、付属教職センターを置く。 

２ 付属教職センターに関する規定は、別に定める。 

（付属保健センター） 

第３９条の３ 本学に、付属保健センターを置く。 

２ 付属保健センターに関する規定は、別に定める。 

（付属幼稚園） 

第４０条  本学に付属幼稚園を置く。 

２ 付属幼稚園に関する規定は、別に定める。 

 

附 則 

 本学則は、昭和３０年４月１日から適用する。 

    附 則 

 この改正学則は、昭和３２年９月１日から施行する。 

    附 則 

 この改正学則は、昭和３３年７月２５日から施行する。 

    附 則 

 この改正学則は、昭和３６年４月１日から施行する。 

    附 則 

 この改正学則は、昭和３８年４月１日から施行する。 

    附 則 

 この改正学則は、昭和３８年１０月１日から施行する。 

    附 則 

 この改正学則は、昭和３９年４月１日から施行する。 

    附 則 

 この改正学則は、昭和４７年４月１日から施行する。 

    附 則 

 この改正学則は、昭和４９年４月１日から施行する。 

    附 則 

 この改正学則は、昭和５０年４月１日から施行し、昭和５０年度入学者から適用する。ただし、第３０条の施設設備
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費については、昭和４９年度以前の入学者についても適用する。 

   附 則 

 この改正学則は、昭和５１年４月１日から施行し、第３０条については昭和５１年度入学者から適用する。 

    附 則 

 この改正学則は、昭和５２年４月１日から施行し、第１０条については昭和５２年度入学者から適用する。 

    附 則 

 この改正学則は、昭和５３年４月１日から施行し、第３０条については昭和５３年度入学者から適用する。ただし、

第３条の保育科及び家政科にいう総定員数は、昭和５３年度から入学定員増を行い昭和５４年度以後における総定員数

を示す。 

    附 則 

 この改正学則は、昭和５４年４月１日から施行し、第３０条については昭和５４年度入学者から適用する。 

    附 則 

 この改正学則は、昭和５５年４月１日から施行し、第３０条については昭和５５年度入学者から適用する。 

    附 則 

 この改正学則は、昭和５６年４月１日から施行し、第３０条については昭和５６年度入学者から適用する。 

    附 則 

 この改正学則は、昭和５７年４月１日から施行し、第３０条については昭和５７年度入学者から適用する。 

     附 則 

 この改正学則は、昭和５８年４月１日から施行し、第３０条については昭和５８年度入学者から適用する。 

   附 則 

 この改正学則は、昭和５９年４月１日から施行し、第３０条については昭和５９年度入学者から適用する。 

   附 則 

 この改正学則は、昭和６０年４月１日から施行し、第３０条については昭和６０年度入学者から適用する。 

    附 則 

１ この改正学則は、昭和６１年４月１日から施行し、昭和６１年度入学者から適用する。ただし、第３０条第１項中

施設設備費については、昭和６０年度以前の入学者についても適用する。 

２ 第３条に規定する学生定員は、昭和７５年度までの間は、次のとおりとする。 

   年度 

科名    

昭和６１年度 昭和６２年度～昭和７４年度 昭和７５年度 備 考 

入学定員 総定員 入学定員 総定員 入学定員 総定員 

家 政 科 ２５０人 ４００人 ２５０人 ５００人 １５０人 ４００人    

附 則 

この改正学則は、昭和６１年９月２０日から施行する。 

   附 則 

 この改正学則は、昭和６２年４月１日から施行し、昭和６２年度入学者から適用する。ただし、第３０条第１項中施

設設備費については、昭和６１年度以前の入学者についても適用する。 

   附 則 

１ この改正学則は、昭和６３年４月１日から施行し、第３０条については昭和６３年度入学者から適用する。 

２ 改正学則施行の際、現に在学する昭和６２年度入学者で改正前学則（別表）教育課程「家政科」の表中「秘書に関

する科目」を履修する者に係る教育課程は、なお、従前の例による。 

   附 則 

 この改正学則は、昭和６４年４月１日から施行し、昭和６４年度入学者から適用する。ただし、第３０条第１項中施

設設備費については、昭和６３年度以前の入学者についても適用する。 

    附 則 

 この改正学則は、平成元年４月１日から施行する。ただし、第３０条第４項の規定は、施行日前の休学者から適用す

る。 

    附 則 

 この改正学則は、平成元年１０月２４日から施行する。 
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   附 則 

 この改正学則は、平成元年１２月１日から施行し、平成２年度入学者から適用する。 

   附 則 

１ この改正学則は、平成２年４月１日から施行する。 

２ （別表２－１）及び（別表２－２）は、平成２年度入学者から適用する。 

３ 第３条に規定する学生定員は、平成１１年度までの間は、次のとおりとする。 

   年度 

科名 

平成２年度 平成３年度～平成１０年度 平成１１年度 備 考 

入学定員 総定員 入学定員 総定員 入学定員 総定員 

秘 書 科 １００人 １５０人 １００人 ２００人 ５０人 １５０人  

４ 第１０条については、平成２年度入学者から適用する。 

    附 則 

 この改正学則は、平成２年１２月１日から施行し、平成３年度入学者から適用する。 

    附 則 

１ この改正学則は、平成３年４月１日から施行する。 

２ （別表２－３）、（別表２－４）及び（別表２－５）は、平成３年度入学者から適用する。 

３ 改正学則の施行の際現に在学する平成２年度入学者については、なお従前の例による。 

４ 昭和６１年４月１日施行の改正学則附則第２項表中、家政科とあるのは、生活科学科と読み替えるものとする。 

    附 則 

１ この改正学則は、平成３年１１月１日から施行する。 

２ 改正後の第３０条第１項第３号については、平成４年度入学者から適用する。 

    附 則 

 この改正学則は、平成４年２月６日から施行する。 

    附 則 

１ この改正学則は、平成４年４月１日から施行する。 

２ （別表１）、（別表２）及び（別表３）は、平成４年度入学者から適用する。 

   附 則 

 この改正学則は、平成４年１２月１日から施行し、平成５年度入学者から適用する。 

附 則 

１ この改正学則は、平成５年４月１日から適用する。 

２ （別表１－１）、（別表２－１）及び（別表３－１）は、平成５年度入学者から適用する。 

   附 則 

 この改正学則は、平成６年４月１日から施行し、平成６年度入学者から適用する。ただし、第３０条第１項第４号の

施設設備費については、平成５年度以前の入学者にも適用する。 

   附 則 

 この改正学則は、平成７年４月１日から施行し、平成７年度入学生から適用する。 

   附 則 

 この改正学則は、平成８年４月１日から施行し、平成８年度入学者から適用する。ただし、第３０条第１項第４号の

施設設備費については、平成７年度以前の入学者にも適用する。 

   附 則 

１ この改正学則は、平成９年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第３０条第１項第３号については、平成９年度入学者から適用する。 

   附 則 

１ この改正学則は、平成１０年４月１日から施行する。 

２ 第３条の規定にかかわらず、平成１０年度から平成１２年度までの間の学生定員は、次のとおりとする。 

   年度 

科名 

平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度 

入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 

生活科学科 ２００名 ４５０名 ２００名 ４００名 １００名 ３００名 
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３ 改正後の第３０条第１項第３号については、平成１０年度入学者から適用する。 

   附 則 

１ この改正学則は、平成１１年４月１日から施行する。 

２ 第３条の規定にかかわらず、平成１１年度から平成１２年度までの間の学生定員は、次のとおりとする。 

   年度 

科名    

平成１１年度 平成１２年度 

入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 

秘 書 科 １００名 ２００名 ５０名 １５０名 

附 則 

１ この改正学則は、平成１２年４月１日から施行する。 

２ 第３条の規定にかかわらず、平成１２年度から平成１７年度までの間の学生定員は、次のとおりとする。 

      年度 

科名   

平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度      

入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 

生活科学科 １７０名 ３７０名 １７０名 ３４０名 １５５名 ３２５名 １４０名 ２９５名 

 

平成１６年度 平成１７年度                                              

入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 

１２５名 ２６５名 １００名 ２２５名 

 

 

   年度 

科名    

平成１２年度～平成１６年度  平成１７年度                                              

入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 

秘 書 科 １００名 ２００名  ５０名 １５０名 

附 則 

 この改正学則は、平成１３年４月１日から施行する。 

   附 則 

１ この改正学則は、平成１４年４月１日から施行する。 

２ 第３条の規定にかかわらず、平成１４年度から平成１６年度までの間の生活科学科の学生定員は、次のとおりとす

る。 

   年度 

科名 

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度   

入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 入学定員 収容定員 

生活科学科 １５５名 ３２５名 １４０名 ２９５名 １２５名 ２６５名 

３ 平成１３年度以前に入学した学生の教育課程については、この改正学則別表教育課程の規定にかかわらず、なお従

前の例による。 

附 則 

 この改正学則は、平成１５年４月１日から施行する。 

   附 則 

１ この改正学則は、平成１６年４月１日から施行する。 

２ 第３条の規定にかかわらず、平成１６年度の学生定員は、次のとおりとする。 

   年度 

科名 

平成１６年度   

入学定員 収容定員 

生活科学科 ― 名 １４０名 

３ 生活科学科は、第２条の規定にかかわらず、平成１６年３月３１日に当該学科に在学する者が在学しなくなるまで

の間、存続するものとする。 

   附 則 

 この改正学則は、平成１７年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この改正学則は、平成１８年１月１日から施行する。 
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   附 則 

 この改正学則は、平成１８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この改正学則は、平成１９年４月１日から施行する。ただし、第９条第１項の規定は、本学教育課程履修規程に定め

る年度の入学者から適用する。 

   附 則 

 この改正学則は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

 この改正学則は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

 この改正学則は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

 この改正学則は、平成２２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この改正学則は、平成２２年１０月１日から施行し、平成２３年度に転学科をする者から適用する。 

附 則 

 この改正学則は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

この改正学則は、平成２３年４月１日から適用する。 

附 則 

 この改正学則は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

 この改正学則は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この改正学則は、平成２６年４月１日から施行する。 

２ この改正学則による改正後の安田女子短期大学学則別表第１の規定は、平成２６年度入学生から適用し、平成２５

年度以前の入学生については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この改正学則は、平成２７年４月１日から施行する。 

２ この改正学則による改正後の安田女子短期大学学則別表の規定は、平成２７年度入学生から適用し、平成２６年度

以前に入学した保育科の学生の教育課程については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この改正学則は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 次の各号に掲げる規程等は、廃止する。 

(1) 安田女子短期大各学科の目的に関する内規（平成２０年４月１日施行） 

  (2) 安田女子短期大学転学科規程（平成２２年１０月１日施行） 

附 則 

１ この改正学則は、平成２９年４月１日から施行する。 

２ この改正学則による改正後の安田女子短期大学学則別表の規定は、平成２９年度入学生から適用し、平成

２８年度以前の入学生については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この改正学則は、平成３０年４月１日から施行する。 

２ この改正学則による改正後の安田女子短期大学学則別表の規定は、平成３０年度入学生から適用し、平成

２９年度以前の入学生については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この改正学則は、平成３０年４月１日から施行する。 

２ この改正学則による改正後の安田女子短期大学学則第３０条第１項の規定中「施設設備費」に係る部分に
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ついては、平成３０年度入学生から適用し、平成２９年度以前の入学生については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この改正学則は、平成３１年４月１日から施行する。 

２ この改正学則による改正後の安田女子短期大学学則別表の規定は、平成３１年度入学生から適用し、平成

３０年度以前の入学生については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この学則は、２０１９年４月１日から施行する。 

２ この学則による改正後の安田女子短期大学学則別表の規定は、２０１９年度入学生から適用し、平成３０年度以前

に入学した保育科の学生の教育課程については、なお従前の例による。 

附 則 

 この学則は、２０２０年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この学則は、２０２１年４月１日から施行する。 

２ この学則による改正後の安田女子短期大学学則別表の規定は、２０２１年度入学生から適用し、２０２０年度以前

に入学した保育科の学生の教育課程については、なお従前の例による。 

附 則 

 この学則は、２０２２年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この学則は、２０２３年４月１日から施行する。 

２ この学則による改正後の安田女子短期大学学則別表の規定は、２０２３年度入学生から適用し、２０２２年度以前

の入学生については、なお従前の例による。 

附 則 

１ この学則は、２０２３年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この学則は、２０２４年４月１日から施行する。 

２ この学則による改正後の安田女子短期大学学則別表の規定は、２０２４年度入学生から適用し、２０２３年度以前

の入学生については、なお従前の例による。 

附 則 

この学則は、２０２５年４月１日から施行する。 

 



第１０編　学則（園則） 安田女子短期大学学則

別表(第10条関係)　

教育課程

授　業　科　目 単位数 必修 選択 授　業　科　目 単位数 必修 選択

まほろば教養ゼミⅠ 1 1 児童文化 1 A

まほろば教養ゼミⅡ 1 1 乳児保育Ⅰ 2 2

日本国憲法 2 2 乳児保育Ⅱ 1 ※1

人間と環境 2 2 子どもの健康と安全 1 ※1

生命と倫理 2 2 障害児保育Ⅰ 1 ※1

欧米文化語学演習 2 2 障害児保育Ⅱ 1 ※1

中国文化語学演習 2 2 社会的養護Ⅱ 1 ※1

情報処理基礎Ⅰ 1 1 子育て支援 1 ※1

情報処理基礎Ⅱ 1 1 野外活動演習 2 2

英語コミュニケーションⅠ 1 1 学校等支援活動 1 1

英語コミュニケーションⅡ 1 1 保育実習指導Ⅰａ 1 ※1

体育理論 1 1 保育実習指導Ⅰb 1 ※1

体育実技 1 1 保育実習指導Ⅱ 1 ※1

保育原理 2 2 保育実習指導Ⅲ 1 ※1

教育原理 2 2 保育実習Ⅰａ 2 ※2

児童家庭福祉Ⅰ 2 2 保育実習Ⅰb 2 ※2

児童家庭福祉Ⅱ 2 A 保育実習Ⅱ 2 ※2

社会福祉 2 2 保育実習Ⅲ 2 ※2

子ども家庭支援論 2 ※2 教育実習指導 1 1

社会的養護Ⅰ 2 2 教育実習Ⅰ 1 1

保育者論 2 ※2 教育実習Ⅱ 3 3

教育社会学 2 2 保育・教職実践演習（幼） 2 ※2

幼児教育方法論 2 A 卒業研究Ⅰ 1 1

保育の心理学Ⅰ 2 2 卒業研究Ⅱ 1 1

発達心理学 2 ※2

保育の心理学Ⅱ 1 1

幼児理解の理論と保育相談 2 A

特別支援教育論 1 1

子どもの保健 2 2

子どもの食と栄養Ⅰ 1 ※1

子どもの食と栄養Ⅱ 1 ※1

カリキュラム論 2 2

保育内容総論 1 1

子どもと健康 1 1

子どもと人間関係 1 1

子どもと環境 1 1

子どもと言葉 1 1

子どもと表現Ⅰ 1 1

子どもと表現Ⅱ 1 1

保育内容　健康 1 1

保育内容　人間関係 1 1

保育内容　環境 1 1

保育内容　言葉 1 1

保育内容　表現 1 1

音楽表現の基礎 1 ※1

演奏表現と子どもの音楽Ⅰ 1 ※1

演奏表現と子どもの音楽Ⅱ 1 ※1

造形表現の基礎 1 ※1

運動遊びの基礎 1 ※1

身体表現の基礎 1 ※1

保

育

・

教

育

実

習

体

育

系

保

育

・

教

育

の

本

質

・

目

的

※選択科目のうちAは保育士資格取得のための選択必修、※印は必修とする。

　保育士資格取得のためには、基礎教育科目の中から8単位以上、Aの中から4単位以

上選択必修、保育実習Ⅱ、保育実習Ⅲの中から1科目以上選択必修、保育実習指導

Ⅱ、保育実習指導Ⅲの中から1科目以上選択必修とする。

教

育

の

制

度

・

技

術

･

課

程

区分 区分

特別科目

基

礎

教

育

科

目

専

門

教

育

科

目

保

育

の

内

容

・

方

法

言

語

系

専

門

教

育

科

目

保

育

の

内

容

・

方

法

卒

業

研

究
保

育

の

対

象

理

解

教職実践演習

　准学校心理士資格取得のためには、次のとおり科目を修得すること。

　・保育の心理学Ⅰ、保育の心理学Ⅱ、発達心理学の中から1科目以上

　・幼児理解の理論と保育相談

　・障害児保育Ⅰ、障害児保育Ⅱから1科目以上

　合計6単位以上を修得すること。

人

間

系

情

報

系

関

連

科

目
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学則変更の趣旨等を記載した書類 

 

 

１ 学則変更（収容定員変更）の内容 

安田女子短期大学では、令和７（２０２５）年度から、短期大学保育科の入学

生の募集を停止する。これに伴い、収容定員の変更を以下のとおりとする。 

安田女子短期大学では、これに伴い、収容定員の変更を以下のとおりとする。 

区 分 定員 令和６年度 令和７年度 増減 

保育科 

入学定員 １５０名   ０名 ▲１５０名 

収容定員 ３００名 １５０名 ▲１５０名 

 

２ 学則変更（収容定員変更）の必要性 

令和７（２０２５）年度以降の入学生の募集を停止するため。 

 

３ 学則変更（収容定員変更）に伴う教育課程等の変更内容 

学生募集停止をするものであるため、該当なし。 

 

４ 短期大学設置基準第１１条の４の規定に基づき授業の一部をサテライトキャン

パス等の校舎以外の場所で行う場合の具体的計画 

学生募集停止をするものであるため、該当なし。 

 

 

以 上 

－ 学則変更の趣旨（本文） － 1 －
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